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　北アフリカに位置するモロッコは、経済成長・競争力の強化、雇用促進の観点から、海外からの直接投資の受入れを積極
的に進めています。また輸出税などを含む税制を優遇する「フリーゾーン」の設置による輸出力強化を推進しています。ほか
にも、ビジネス環境委員会や投資促進庁（AMDI※1）を設立するなど、投資環境の改善に向けた取組を行ってきています。
　一方で、世界銀行の「Doing	Business	2013」※2によると、モロッコはビジネスのしやすい国のランキングで185か国中
97位となっており、ビジネス環境にはまだ改善の余地があります。特に、国内では、若い人たちの失業率が30％に近く、社会
的不安定の大きな要因となっています。モロッコにとって、雇用の受け皿を拡大する意味でも、製造業の誘致は雇用確保へ
の貢献が大きいことから、極めて重要な課題です。
　そのような中、モロッコに進出している日本企業は自動車関連を中心に約35社に上り、欧州向け輸出のための工場を設
置し、現地の人たちの雇用改善にも大いに寄与しています。モロッコ政府としてもさらに多くの日本企業による投資の拡大を
期待しています。これを受け、日本は、2013年8月から投資促進政策アドバイザーを派遣して、AMDIの日本企業誘致活動
を支援しています。また、アドバイザーは、AMDIがモロッコへの投資を検討中、または既に進出している日本企業に対して
AMDIから適切な情報提供や相談が行われるよう、AMDIの組織としての能力を強化することに貢献しています。このアドバ
イザー派遣は、2013年のT

テ ィ カ ッ ド

ICAD	Vで掲げられた支援策の一つである、産業政策アドバイザーをアフリカの10か国に派遣
する「経済成長の促進」に基づき実施されているものです。（2014年8月時点）

※1　	AMDI：Agence	Marocainede	de	Développement	des	Investissements（仏語）　MIDA：Moroccan	Investment	Development	Agency（英語）
※2　	世界銀行　“Doing	Business	2013“　TABLE	1.1	Rankings	on	the	ease	of	doing	business

投資促進政策アドバイザー
専門家派遣（2013年8月～実施中）モロッコ

モロッコのタンジェ・フリーゾーンの日本企業の工場を訪問（左：住友電装工場　右：Renault-Nissan工場）（写真：円福静雄専門家／JICA）

　いわゆる「アラブの春※1」の影響を受けて、2011年2月以降イエメンにおいても政治が混乱し、武力衝突が発生しました。
その結果、2012年2月、30年以上も続いたサーレハ政権は崩壊し、新たな大統領が選出されました。2013年3月から新大
統領の下で、国民各層からの幅広い参加による国民対話が行われ、2014年1月、その対話における意見を集約した成果文
書がまとめられました。その成果文書に沿って、新憲法制定および大統領・国会議員選挙を行う政権移行プロセスが進めら
れていくことになります。このプロセスは、政変が起こった後のイエメンにおける民主化にとってたいへん重要なものであり、
今後のイエメンの安定と発展を左右することになることから、日本は積極的に支援しています。
　選挙運営管理研修は、イエメンの選挙管理委員会等に属する研修員に対して、民主的な国家に必要とされる、①国民に開
かれた、健全に機能する議会、②自由で民主的な選挙の運営方法、③公平で中立的なメディアを確立するための知識等の習
得を目指して実施しています。初年度は12名に対して研修を行い、カリキュ
ラムには、岡山市長・市議補欠選挙における投票前日の準備作業から投票
および開票状況の視察や研修員による模擬投票の体験が組み込まれまし
た。それにより講義で学んだことがどのように実施されているかを、研修員
たちは身をもって体験することができました。
　帰国後には、研修員をはじめとするイエメンの関係者間で、本研修で得ら
れた知見などを活かした民主的な国会運営や選挙制度の整備に向けての
議論や取組が一層進むことが期待されます。（2014年8月時点）

※1　	2010年末から2011年にかけてアラブ諸国で起きた民主化運動の総称。

選挙運営管理　
国別研修（2013年4月～実施中）イエメン

岡山市長・市議補欠選挙の開票状況を視察している研修員
（写真：日本政治総合研究所）




